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2005年 7月 に研究 工i財戦に世杭が設立さllる!i其に 耐

究企画trH進本甘「の活彗力わ`始まりました。この間に 機 構会言身よ

3回 関|!され 研 究企画北進=員 会はlヶ月に1回のベ
ースで

lTlかれています.研 究 如 ウ域暗会誠てよ 研 究に関する国の

政策の分析や今後の展聞予想 仙 大■の1ズ況 十1会連携の可能

11などについて致■と法人か共通の言‖討をおつことが主要な課

題となつています、わ1究企画推進本も田よ そ のような認識の ト

に上iって 本 ,の 研究,こ性化のための具体的施策を立耳し実行

していく中狂tF関です)こ れまでの3bi究所の14相f7FをJえ た

批平て本字の研究を志諭てきる場の副設ということが 研 究企

向lt進本部予上の■要テ
ーマであつ7tわけですめ` そ の成共は

活実に生まれつつあると■えますⅢ

本学は40年 以 卜にわたつて35T究所体制を保おしてきまし

た.こ の体制は十日おの成果を■げてきたしのの 現 在の出しく

変化する研究l‐埼には対応できていません.教 員全員がいすれ

わ`の研究所に所にしている現在の形はを‖f,|し ボ トど、アッフ

の民主的運営を図ることは依然として≧身rfことでJが  し か

し一方て 本 学の旧11ロコな重キう舟丸なB島力に■工してしヽくトッ

フタウン型の意志決定ブロセスも同じく上四に7trってさてぃま

す こ の二つのベクトルを詞姪tフなから 抜 本力rf政単を提言

し実イiするこどiわ`研究企画推注小さ田こまめられています。

本学の科■モTオtFの取得状況はイせ大学に比(ソて十分とは言え

よせん.研 究企画推進本部を【Ⅲb[ 具 体的なテ
ータを卜Jして

この状況を訴えた市東 2005年 度科研4の 中「規中:高=(新 規

中F吉青/可“被卓数)ま 2006年 度 18%で あったしのが2006

年度について23%に 上昇しまt,た,今 後は研究所J十究空と科

ヤ研究Ⅲを迪勁させる11の具体的指ドを二あじて 応 ■件!1の増

大ばかりでなく取得件放の武配口う拡大を日精t,そ行きます.

また 研 究所研究"は これよてこ市究所にほぼ均事に配分さ

れ モ れrJ場合によ うて予算'世化型の運宮を生r7J山(ッてきまし

Fi lFOあ る!1内llT打空を効果的に品用する具体的施第村 くヽ

｀
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求められています.さ らに 本 字の研究サイトを夕1部から見て

十分7J:子価に耐え得るものにしてイ!かわまなりません.lt定ゴ

地Ⅲl究所のページな充実させるばかりでなく 研 究を分かり易

く発信したいと思う研究者にその場を捉|(して行きたいと考え

ています。「明お大学の研究Jと いう形で受5'生や在,生  さ

らに一般|に会人の方々に気H_に立′vでもらえるような形Ⅲを1実

糸して行きたいと思いよ0,

社会連‖促進コBl本」「と研究企E在 工本部が■にすJ志てきる

環境が上ったこどi tj重要です。本学が今後 科 ■Ⅲ■i振典詞坐

4や 21世 1とCOEフ ログラムにhん て行くには 明 治カラーの

号よい独口に流れる社会辻な型研究を札Ⅲしていくことわ`人llて

す)企業との連jJ[努めているネ会進L促 進々,1本部と研打企

画推F本 部が一ll化することで 本 宇のリエツン性能を一日高

めて行わ`ねばなりません。研ズ企同ltと本ユとに会rJ4促社十日

財本部が同じフロアに農PTする情坑のど備lJ早■に聖まれます。

下|=末 術候典:口単空や21世 Ⅲ」COFブ ロクラムのこれまでの

取得状況を見てみます■ 国 市大学の圧倒!|“■が'1ナて0.

こイHま 口 わ町キ丸基梓化Jを ほとんどを同上大学に,iいて,11t

枯果であり す べての中請わ`多十の研究現境の■愉や成,tな前

ににしている以_L 私市大学わ`古戦を|よいられるのよ当然と言

夕るでしょう 日 にたいして私立六字柏功合の一日の充実や

ヽヽ争資金の私立人,恒 ,+手を高めることをいく求めて行かねす

なりませんが 本 ■も 「rJるはどこれわ`明たち`」と人を略らせ

るような個性的市|えのに禁に裕力を挙Uて 取り抱古ねはなりま

せん。研究企向lt進本部と社食這ユ促u朝 本もFわ`宣の向輸と

FJ iつて 1ヽ究 知 け戦略祉桐在央Hあ るものに(ッ 本 学のネ水を

担う中核lR Flに育てて行きましょう.



社会連携体

l桑某酒召吾堰督雪ボレーション

情報と環境の融合への取り組み

今やユビ■タス社会のこJ来が現実のものになりつつありま

すが こ の ユ ビ■タス と いうテーマは 内 田洋行におい

てよ実は古くて新しいテーマでもあります。古くは19フ0年

の大阪万博に出展した
h未
来の机 (オールマイティ デ スク)

に始まり ]980年 代後半からは 知 的生産性向上支援 を

テーマに 口青環融合Jと いう新たな企業コンセフトを設定

今まで一貫して情報と環境を融合させたビジネスに取り組ん

で参りました。近年 空 間における情報装備よ急増し 様 々

な情報機器類が空間内に埋め込まれて利用されていますが

情報機器やソフトウエアの進化 更 新のサイクルに比ぺ そ

の変化を許容しにくい建築 建 具 家 具とのギャップわヽら

空FB5自体がすぐ陳腐化してしまう事が大きな課題でした。ま

た、多様な情報機器類の変化 指 減によって操作や管理が煩

雑化するあまり 使 わ/1ない空間
す
が増加しているのも事実

です。

これらの課題を解決し さ らに 空 間においてrelぃたり字

んだりする人々にとつて 多 様な情報機器がもたらす機能を

ストレス無くこく自然に利用できることができて初めて 口篤

環融合Jと いえるのではないかと考えております。こうした

考え方のもと2005年 によ 即 興性と可変性の高い情報利用

空間である 「SmartPAO(ス マートノ(オ)Jを 発表 お 蔭様

で多数の導入実績を頂いております。

今後はさらにこの考え方を発展させ 人 々の振る舞いや意

図に呼応できる情報システムを実装し よ り表現力豊かなコ

ミュニケーションを可能にする 「空間Jや 「場Jを 提供して

いくことで 社 会に貢献して参りたいと考えております。

明治大学 向 殿研との産学連携内容
皆さんよ 例 えば休憩室での同僚や仲間との会話の中で

新しいアイデアが突如湧いてきたり ま た新たな気付きが

あつたりしても そ れを上手くたとえる適切な表現ができな

くてもどかしい思いをしたという経験よありませんか?

例えば 「自分の欲しい情報を導くための十一ワードが思い

付め`ない晴に、自分を理解して補完してくれるシステム」と

いうように 会 話の中に登場する様々な十一ワードを分類し

上手く意図を類推してコンテンツを複数例示してくなるよう

な 「利用者のコンテキストを理解できる情章R装置」があれば

多くの人達のコミュニケーションが豊わ‖[なるかもしrlませ

ん。それには 優 れたコンテンツ提示システムが必要であり

その前に優秀な検索システムが必要になつてきます。
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現在 多 くの人達わ鳩報を探す際、Goog eやYahooに 代

表される検索システムを利用することが一般的になつていま

すが こ llらの検索システムでは適切な単語を入力しないと

適切な結果が返ってきません。つまり 検 索したい対象の事

柄についてある程度知つていなければ 求 める結果を得るま

でに多大な労力が掛かつてしまうのが現状です。また従来の

検索エンジンは巨大なシステムを必要としますが 前 述の

「利用者のコンテキストを理解できる情報装置Jと いうコンセ

フトを実現するためには ■ 器や家具にも実輩できるほどの

コンノ〔クトさが求められます。そのため 貴 大学理工学部の

向殿政男研究室が得意とする 「ファジイ技術Jを 応用し

ユーザー意図の解釈を行う 「新たな類推検索エンジンJの 開

発を目指し 共 同研究を開始しました。まだ研究に着手した

ばかりで 実 用化の判断はまだまだこllからですが 数 年後

には ユ ビ■タス時代に適応した新たなコミュニケーション

端末として提供できるよう 研 究開発を進めていく予定です。

秋葉原サテライトキャンパスの活用
明治大学には、向殿教授以下 ユ ビ■タスコンピューティ

ングの分野において実績のある教授の方々が多く 私 もこ指

導を打Dぎながら 「秋葉原サテライトキャンパス」をltl点にユ

ビ■タス研究を進めさせていただくことになりました。

秋葉原という立地的にも非自に恵まれた場所で 同 殿教

授 院 生 学 生の営様と内田洋行研究員とが日々コラボレー

ションしながら研究活Blを進めています。今年度の研究成果

に自処がつけば 秋 葉原クロスフイール ドに足を運ば/1る

様々な方々にも利用いたださ そ こでの実験実証結果をもと

に研究成果を発展させていく予定です。

こなからも向殿教授はもとより 明 治大学の様々な先生方

とのコラボレーションを通じ よ り魅力的rtr研究開発を進め

ていきたいと考えています。

母校明治大学と内田洋行とが ホ ットな秋実原の地で共同

研究が出来るということは 私 にとりまして感激であり ま

た 母 校明治の皆様のこ支援の賜物と感訪|している次第です。



知的財産マネージャーの紹介
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明大発ベンチャー起業支援の
IPl犬と今後の課題
私は社会連携推進知財本部のベンチヤー支援担当 知 的財産

マネージャーとして ま た大学発ベンチャー経営等支援専門家

(発明協会委託)と して 明 大発ベンチャーの起業支援の一端

を担つております。経産省は2001年 に 産 学官連携施策の一

環として 大 学発ベンチャーを3年間で1000社 計画 (平沼ブ

ラン)を 発表。大学の技術シーズを基礎とするベンチャーに対

して 資 金援助 専 門的な支援 イ ンキュベーション機能の充

実 人 材の育成などの政策を打ち出し 専 門家の派遣による起

業支援を行う 欣 学発ベンチヤー経営等支援業 とを創設しま

した。

本学でよ 大 学発ベンチャー支援を知的資産センターが担当

しており 2002年 ]月 私 が日本テクノマート (現 発 明協

会)か ら母校明大に支援専P5家として派遣されると共に明大発

ベンチヤーヘの支援活動が本格化しました。当時は ベ ン

チャー創出に向けた環境整備が始まったばかりで 研 究者の

方々も産学連携や大学発ベンチヤーの必要性についての認識

理解がまだ十分とは言えなしH犬況でした。4n8的資産センターで

は 研 究者 学 生向けのベンチャー支援説明会 セ ミナーやシ

ンポジユーム寺を開催して啓豪活動を推進すると共に 支 援専

P5家として坂部達夫氏 (税理士)黒 澤浩―氏 (中小企業診断

士)が 加わll支援内刊の強化が図らllる一方 2000年 によ社

会連携推進知財本部を創設 2004年 にはインキュベーション

センターを設置すると共に 利 益相反ボリシー等の関連規程を

制定してベンチヤー起業に向けた環境整備が一段と向上しまし

た。

私が担当しているベンチヤー支援業務よ 【起業者 (研究

者 学生等)に対する相談 助言 指導を中心とした起業支援〕

【インキユベーションセンター入居起業者に対する相談と指導〕

〔学生対象ビジネスアイデア コンテスト応募吉への助言 指

導と起業化相談】〔理系学部間共通議座での 「知的財産権と起

業家精神」の議義】などです。主要業務である起業者への具体

的な支援活動は ll Slヒ 起封 ヒシーズの発掘 拍呆 ②シー

ズの事業化 起業化の可台を性検91 判断 ③起業に対する考え

方 意欲 熱意の確認 ④事業構想の構築 ビジネスプランの

作成 ⑤ 市場調査 事 業資金調達の検討 ⑤ 知的財産の確保

諸契約の検討 0割 業メ古オ確保 ③倉J業に向けた諸鞠島害 と

なつています。

本学ではこれらの支援活動により こ れまでにミューベル化

(クローンミニブタ生産 他 )COCO VVA DOCO社 1晦

話サービス 他 )な ど4社の明大発ベンチャーが創業されまし

た。これらの企業は誕生した時は小規模ですが 今 後の活躍次

第では PO(株 式公開)も 夢ではありません。技術シーズ ビ

ジネスアイデア等をお持ちの研究者 学 生の方々によ 是 ブ扶

学発ベンチャー支欄う憤 を活用して明大発ベンチャーにチャレ

ンジして欲しいと思います。

私の支援活動も4年が経過 こ の間約20件 の支援先を担当

し 銀 行動務 玩 景メーカー勤務での知識 経 験を活かして相

談 助 言、指導を行しヽ 起業者と共に考え 知 恵を出し合いな

がらベンチャー倉1業を目指して来ました。 超 業には色々なり

スクや障害などの壁がありますが こ llらの壁を乗り赳えて倉J

業に成功した企業へ支援出来た喜びをltわうことが出来ました。

反面 こ れらの壁を乗り越えられす 残 念FJがら道半ばで起業

を断念せざるを得ないケースも有つました。しかし こ れらの

壁を乗り越えて現在十数名の起業者が創業を目指しており 今

年度には1可件かのベンチャー証牛が期待されています。

経産省が発表した平成16年 度末の大学発ベンチャーの創出

黒計数は 私 立大トップ校が60社  2位 校でも03社 となつて

おリ ト ップ校は本字の十数倍となっています。何処からこの

様な差が生じているのか 残 念ながら本学の持てる力が十分に

発揮されていないのではないかと思います。この状態を改喜す

るには 要 因分析と適切な対応が必要であり 大 学 研 究者が
一丸となつてベンチャー倉」出に取り組むことが重要だと考えま

す。

そこで 支 援活動を通して感じた起業者の意識 要 望等につ

いて若干こ紹介しますと O起 業者ま大学から多くの支援 (例

えば 事 業化 市 場調査資金調達 授 業時間調整 大 学拒言蘇J

用等)期 待が強い 0大 学全体に明大発ベンチャーを支援し

倉J出しようという機運、意識力十分に行き渡つていないのでは

ないかと感じており 更 なる啓豪と事業環境整備を望みたい

0企 業経営は経験が無く 自 1言が無いので経自トップの斡旋を

して欲しい (経営トップを確保出来れば起業を目指したいとの

例も多い)な どが挙げられます。なわ‖こよ週大な期待と思わ

れる点もありますが 今 後の課題と提えて対応する必要がある

ものと考えています。最後に こ の4年間で多くの研究者と横

する機会を得て 色 々学ぶことが多く 私 にとって責重な経験

財産となりました。この但験を今後の支援活動に活かし 明 大

発ベンチャー倉」出のお役に立うたいと思つています。



研究から生じた知財の取扱に関するセミナー

今回は、学内で使用できる便利な商用特許データベースについて

解説します。卒論 ・修諦 汗究開始時の学生による既存技術の調査、

新規ビジネスモデルが浮かんだ時などに、便利に使用できます。

■
ロ
ロ
■
ロ
ロ

柴田 義弘
明治大学 社会連lr促進知財本部
期的財座マネージャー

元 三変化学 (株)知的財産都 主席次長

本学で使用できる商用特許 DB

インターネット上では各国特許庁の特許DBに 無料でアクセ

スできますが そ /1らは検索機能 出 力機能に劣っています。

そこで本学では 定 評ある次の2つの商用特許DBを 導入し

教職員及び学生の使用に供しています (いすれも過去10年の

特許検索が可能です)。

3  NRサ イメ■―パテントデスク

日本特許の全文明細書の検索

b   DH(Dettvent inOvat on index)

世界40カ 国特許の英文抄部の検索

これらよ 次 の場面における調査に役立ちます。

①研究の構想段階  a、 b

発表 出 願の段階になつて研究成果が特許で発表 出 願さ

れていたという事態をさけるためによ 構 想段階で調査して

おきます。学生の卒読研究テーマについても 研 究開始前に

学生自身で調査させておくことは 既 存技術に対する研究

テーマの位置づけを把握させるとともに 調 査技術の習得

ひいては4寺許知識の向上にもつながり 教 育面でもすこぶる

有意義です。

④ビジネスモデル創出時  a、 b

ビジネスモデル特許の成立条件は厳しいものがありますが

成立した場合の成力は大きく 盛 んに出願されています。第

二者が似たような特許を先に出願していた場合 出 願及び事

業化は 再 検93を余儀なくされますので ア イデアを思いつ

いた時点で十分調査して ブ ライオリティを確認しておくこ

とが肝要です。関連アイデアによつて さ らに自分のアイデ

アをブラシュアップできる場合があるわ`も知llません。

③読みにくい外国語の特許を、

英文または日本語で読みたいとき  b

ロシア特許や中国特許を日本語で読めれば有難いですね。

bには一つの発明についての世界各国の特許番号が記載され

ていますので 国 本特許が出されていれざ こ rlが可能です。

また 日 本出願がない場合でも bこ よ新規な点を明確化し

た (一般に特許はどこが新規か判りにくく書いてあります)

東文抄録が付されているので便利です。(なお 独 自の分類も

付され検索も容易です)

aの 概念検索 (下記画面参照)が 使い易い

これを使えば 上 記①及びOの 場合のほか、研究開発活動

の合間にアイデアが湧いたときなどに そ のアイデアそのま

ま数行程度の文章にして入力することで 関 連する特許が検

索できます。例えば検索画面に 「インターネットを利用して

本の注文をするJと 入力し 検 索すると 結 果が一覧表示さ

れます。関画章が高い (スコア816)を 表示させるとオ寺許公

報全文が表示されます。次に 自 分のアイデアに近い特許と

判つたら そ の特許内容 (要約等)を キーに 類 似した内容

の特許を類似険索により手づる式に検索することができます。

より精度高く検索するには 見 つかつた類似した特許に付さ

llている国際特許分類をキーにして こ llとキーワードを組

み合わせて検索します (複台機索)。

アクセス方法は

明治大学ホームページー社会連携促進知財本部のベージー

教職員のページー特許検索のベージ及び図書館のホームベー

ジからアクセスできます。

また 検 索方法についての詳細よ知的資産センター (内

線 14281 担 当 i柴田)ま で気軽にお問合せ下さしL
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AUTM絡 会報告

ハ

3月 2国から4日 まで、米国フロリダ小|オーランドで

開催された2006年 AllTllの年次総会に 知 的資産セ

ンター事務室石井氏とともに出席しました。

AUTMと は  △ ssociat on of univers ty

工eChn0 0gy lvlanagersの略称で 研 究および知的財

産を管理している大学等の技術管理者から構成される

米国に本部を持つ非自利組織です。日本では 「大学技

術移転管理者協会」の名称で呼ばllています。

この組織は 00年 前にわすかフ名からなる大学技術

移転関係者の特許及び技術移転等の問題を話し合う場

として設立されましたが 今 では 世 界中の350以 上

の大学 研 究機関、医大付属病院 企 業及び政府組織

を擁する会員数0500名 以上の規模へ成長を遂げてい

ます。

AUTMの 使命は、設立当初から 「教育 ト レーニン

グ及び情報伝達を通じて 世 界規模の学究的授ltr移転

を促進 支 援及び増大させることJと しており 技 術

移転業務に携わる人たちのよき研修及び情報交換の場

となつています。

2006年 の総会及びセミナーも 以 前と同様、世界

各国から多くの参加者を集めました。参加者の職種や

経験 さ らに所属機関の規模等も大きく異なるため

告人が満足できるよう パ ラエティーに富んだ講座が

設定されました。

特に今年は 特 定の技術にターゲットを絞つたマー

ケティングや知財管理の方法、および技術移転関係者

が注意しなければならない法律 倫 理等に関する講座

が多く見受けられ 技 術移転の関心がより実践に近い

内容にシフトしている傾向が伺えました。

私が最も印象深く聴講した講座は 初 日に開催され

た教育コースのなかの 「技術マーケティング戦略Jで

した。この講座は フ ロリダ大学の技術移転マネジャー

により 実 際に同大学で実践されている技術マーケティ

ング手法について 聴 講者相互の演習を交える形で、

わかりやすく紹介したものです。

同大学では キ ャンペーン期間を設定して 以 下に

示すことを実践することにより そ の期間における技

術移転の件数が大幅に伸びたことが紹介されました。

技術の岡直をいかに引き出すか?

ある技術についてできる限り多くの応用 適 用方

法を考え そ の中から最も顧害をひきつけられるも

のに焦点を絞る。その際に市場規模 競 合状況 業

界の特性等も考慮に入れる。発明者が固定的に考え

ているアプリケーションよりもいいものが確かに存

在する。

技術の価値をいかに伝えるか?

特許明細言をいきなり顧客へ送りつけるようなこ

とはしない。ます、発明者 技 術の特徴 利 点 応

用例等について分かりやすく説明したチラン (1枚)

を作る。学生アルバイトにこれらテラシを作成して

もらう。技術移転担当者は移転活動に専念する。
・顧客といかにコンタクトをとるか?

OBの ネットワーク 市 販データベース 発 明者の

知り合い等の情報をフルに活用して 適 切な連絡先

を特定する。作成したチラシを郵便またはメールで

それらの連絡先へ送付する。その際にはFAX返 信用

紙を同封し 顧 客からの問い合わせしやすくする。後

日 必 すフォローする。

決め手はやはリ タ ーゲットの顧客に対して技術の

価値をいかにわかりやすく提案するかにかかっている

ようです。これらよ当大学の移転活動にも大変参考に

なる内容でした。

このようにAUTMは 、技術移転に関するノウAウ を

導入したいtB織及び個人にとっては大変有効であるた

め 機 会を見て参加さllることをお勧めします。2006

年度のAUTMセ ミナーは2006年 10月 26国 ～28日 ま

でミズーリ州セン トルイスで開催されます。また

2007年 の年次総会はサンフランシスコにて0局 8日～

10日 まで開催されます。それぞれの概要及び参加申し

込み等は以下のホームベージを参照してください。

httpノ/www autm net/events/dsp events cfm?m

ode=upcOming

知的資産センター事務室 小 津 芳 明



社会連携促進知財本部活動報告(2006年 1月～3月)①

このフォーラムは、本学が農学系の学部を有する部内の私立大学に提唱したもので、今回が第1回目で、
下言このとおり開催されました。

◆主  催   明 治大学 東京農業大学 日本大学

◆日  時   e月 8日 (水) 1● i00～ 10i00

◆会  場   明 治大学駿河台校舎アカデミーコモン

◆基罰蔑演 「2]世 紀はアグリビジネスの時代 1食と健康からのアフローチ」

講師 i小泉武夫 東 京震業大学教授

◆技術紹介  各 大学2テーマすつ (計8テーマ)教 員による技術に関するブレゼンテーション

<本学の技術紹介者>

① 「消化管微生物の活用による動物およびヒトの健康増進、ならびに機制生食品の生産J

日野 常 男 農 学部教授

② 「健康維持に欠かせない果実の生産性向上」

岩崎 直 人 農 学部教授

これまでの技術フォーラムは理工系の技frに関するものが圧倒的に多

く 大 学が連携して農業を技術やビジネスの側面から行うフォーラムは、

今回が初めてであったと思われます。このフォーラムに関しては 来 宮

として御擦拶いただいた文部科学省及び農林水産省の 「官」 食品業界ば

かりでよなく新たに参入を計画している異業種の企業の 「産」め`らも大

きな関心を集めていました。

当日は 200名 超える参加者があり 小 泉教授の基調講演および4大

学8名の教員の研究成果である技術発表に耳を傾け、熱心にメモをとって

おられる方が多く見受けられました。また 4大 学の研究シーズを紹介す

るブースにも 多 数の参加者が訪れ 展 示している加工食品 酒  農 産

物 化 粧品を直接手に取つたり 試 食するなど他のシンボジウムやフォー

ラムとは違い
h目
に見える
‐
形態での研究成果発表会は大盛況でした。

4大学は 引 き続き実施していくことで合意し よ り充実したアグリビ

ジネスフォーラムを目指して開催の形態 内 容等に関して協議していく

ことにしています。

この 「新分野創出塾」は、財団法人新潟県県央地域地場産業振興センター産業支援部が索市や三柔市な
どを中心とする同県央地域の産業振興を目的に主催するもので、本知財本部が全面的に支援する地域活性
化事業プログラムです。

「新分野倉u出塾J開 催に至る経緯は 本 知財本部が同地場産センターと共催して2005年 10月20国 に開催した
「研究 枝 tr交流会J力 原`点となつています。この時に 基 調議演を行つた本知財本部知的財産マネージャー堀井朝
運氏 (タカノ株式会社相談役)の議演が大きな反響を呼び 地場産センター等の強い再議演の依頼があって実現した
ものです。その概要は下記のとおりです。

◆日  程   第 1回 i2月 22日 (水) ]6

第 2 回 3 月 8 日 ( 水)

第 3回 i3月 22日 (水)

00-18100

同上

同上

◆募集人員  10名

◆内  容   少 人数による新規事業 (モデル)開 発実践セミナー

第1回目よ 堀 井氏から下請け企業から東証一部上業企業に発展させた実体験に基づく 「成功の秘訣J と くに新規

事業開発にあたる人材 施 設 資 金力が大企業に較べて見劣りする中小企業の戦略 (着眼点 事 業ブラン マ ネツメ

ント 大 材育成 大 学の活用等)に ついての話がありました。

2回目と0回目は 堀 井氏からの提案で 受 講者を2つのグルーブに分け グ ループ毎に新規事業モデルプランを作

成してもらい 堀 井氏が事業化に向けての計画作りを実践的側面からアドバイスしていくことになりました。地場産
センターでは 「新分野創出塾」わ`一つの 起 爆斉〕 となって 新 規事業開発さらには県央地域の活性化に要がるこ

とを期待しています。本知財本部では 今 後も多方面から支援していくことにしています。



社会連携促進畑財本部活動報告(2006年 1月～3月)②

<発 足の背景>

川崎市は日本を代表する工業の集積地ですが 近 年

のグローパル化が進む中で モ ノづくり
｀
は 海 外移

転が進行しています。このため地域に根ざし成長して

きた中小企業の存続が困難となり 地 域経済や人々の

喜らしへの悪影響が懸念されています。

こうした状況から脱却し 地 域経済に新たな成長を

もたらすためには すモノづくり
｀
のノウ八ウを活かし

新製品 新 技術の開発で新市場を創造することが求め

られています。
一方で 大 学の使命として社会貢献が近年重視され

とりわけ科学技術の中核的創造拠点が川崎市の生回校

合にあり 地 元の産業界 自 治体 関 連支援団体から

も研究成果の技ltr移転に期待が寄せられています。

こうした社会の要請に効果的に応えるためには、大

学の研究資源 開 発に挑戦する産業界 そ れをサポー

トする支援機関のネットワークが不可欠です。

そこで 本 学が神奈川県 サ 崎市及び関連の産業支

援団体との連携を深め、積極的に周辺地域に貢献する

ための取組みを2005年 度から開始しました。

<朋 治大学 '刑 奇地区産学交流剣 の設立へ>

始めに、地元の地方自治体、支援機関 団 体による

産学連携への取組み状況 工 業団体や個別企業の実態

を調査した結果 大 学 産 業界ともにその必要性を認

識しているものの 両 者を隔てる壁が連携を阻止して

います。

そこで こ の壁を排除し地域密着型の交流を実現す

るため1崎 市工業団体連合会 (寺尾巌会長 略 称 !工

団連)と共催で 「明冶大学 川 崎地区産学公交流会Jを

川崎市 (財 )サ崎市産業振興財団、川崎商工会議所、エ

団連 明 治大学校友会のこ参加を頂き 2005年 10月

18国 に第一回意見交換会を開催しました。(図1参照)

今年度は 明 治大学 川 崎地区産学交流会事業の第
一弾として工団連と共催で技術セミナーを2テーマで4

回開催しました。このセミナーの第一の狙いは 産 学
の間の壁を取り除くことにあります。そのため少人数
編成で複数回開催し 本 学の教員との双方向の情報交

流を深めています。また 中 小企業者が参加しやすい

ように毎回年後6時から8時までの夜間に開催していま
す。この結果 セ ミナー参加企業の数社が具体的な技
術移転の検討に入つています。

このほかに研究室見学会e回  語 演会6回 企 業訪間
20回 を実施じ 本 字と周辺企業との連携体制が徐々
に整つてきています。

<今 後の事業展開は>

今年度は 社 会貢献を地域に根ざした一層充実した
ものとするため 産 学交流会 セ ミナー 研 究成果の

紹介など交流事業を推進し 生 回校舎を中核とする周
辺の産業界との地域密着型の連携実現を目指します。

図1 仕 組みと事業
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知的資亡センター事務室では 競 争的 ‖ヽ究資金 (公募

研究助成金く1)の を得支援および研究経費等の常理業務

を行つています。

2006年 度前半に募集される研外資金のうち 当 ■務

=で 取り扱つているものは以 卜の表のとおりですが こ

れらの中でも 当 ■務虫わ`力を入れて取り組んでいるの

は 「シーズ発掘Fi喰|および 「大学発事業倉J出実用化

1ヽ究開発事業 (通打 |マッチングフアンド)Jです。

|シーズ発掘試験Jは  大 学の研究シーズの実用化に

向けた11腺研究が対象となります(研 究分野の指定も無

く 申 5肖言よ実質2ページで し わヽ●500訳 題程度が採

択さllますので 文 イ+系 埋 科系のどちらの先生方にも

い勧めの助成金です。

マッチングフアンドよ 企 業と協同して 大 学のシー

ズを買用化するための研舛開発が対象となります.年 同

]500万 円以上のb職 資金が得られ j~高 3年間研究が

継杭てきます。しかも lp_の助|】こと比べ て採択手力`高

いため お 勧めの助成金となつています.

Ⅲ】究助成金への応募をそ検討の■生ちは早めに匁的占

店センター事務室の以 卜の担当者までこ津搭をいただす

ればと思います。先生方の研究内容および市干究ステーツ

寺を考慮して最適な助成合の紹介 ty 中詰書作成1もの■

内をさせていただきます.

2006年 度前期の競争的研究資金制度一覧表 (締め切り順)

省  庁  名  文 部科字省

担 当 機 関 本省

制  度  名  キ ーテクノロジー研究開発の推進 (ナンテク融合)

締 め 切 り 4 月2 4 日

研究施 霞(年爵)上 隈28億 円

研 究 期 間 5年以内

シーズを持つた大学等と宍用化を見帽えた民間企業を梱

目的 概要暑景留塁窮馬霧憂匿皆9里を安型畳経費た需緊編襲握罵
通し 技 術革新を創出します

研 究 分 野 ナフ環境機能触螺の開発 組 織制御構造体の開発

ホー宝 一`ジ nt。″ⅢⅢw mexttt D′b monげ卜omOuィ8ィo3,06030301 ntm

省  庁  名  文 部科学省

担 当 機 関 U S T

制  度  名  言 点lt域研究推進プロクラム (シ
ーズ発掘試験)

締 め 切 り 5 月' 9 日

研究逓 額(年間)200万 円

研 究 期 間 6 ケ月

大学等における研究者の研究成果に基づくもので 研 究

目 的 概 要 シ
~ズ の宍用化に向けて試験研究を必要とする研究ぷ趣

(文系教員も応募可)

研 究 分 野 4子こなし た だし 実 用化が期待てきるもの

ホームベージ nt付″岬"|に oば倒“0/Sems/H86ubo hm

省  庁  名  経 済産業省

担 当 機 関 N E D 0

制  度  名  文字発事業』出実用化研究問発予業 (退Fr‐マッチンクファンド)

締 め 切 つ 7 月1 9 日

研類 鎮 (年働 1500万 円以上 (R Stl事 業)

研 究 期 P99 2～3年

大学寺における研究成果の技術移転による実用化を促し

目的 概 要 新たと産業や雇用の創出を図るもので 事 前調査覇業

(F/ンs)及び研究開発事業 (RSO)こ ついて助成します

(1)ライフサイエンス (2婦 報通|と(3い 境

研 究 分 野 (4)ナ ンテクフロジー 材 料 (5)エネルギ
ー

(6)製造技術 (7)社会基盤 (8)フロンティア

ホ
ー ムベ ー ジ htt●1/n Wnoxlgo p′ 抑 enu!卜oudluア18'03'06030901 hm

お間い台わせ先 i明大 知的資底センタ
ー事務室 担 当 」ヽ澤 TELi

省 庁  名 経済産業省

担 当 機 関 N E D 0

制 度  名 産業技術研究助成事業 (通称 !巻手フアンド)

締 め 切 り 8月 末

研究資金閣得目)i000～ 5000万 円

研 究 期 間 2～ 3年

大学等の告手研究者 (個人又はチーム)わ(取り組む産圭

目 的 概 要
畳母岳雲樹堂生喫密博費電樫堅岳鳥5生 兵ぉ呈滝唇苔吾

や産業技術研究人材の合成を図りまコ

(1)ライフサイエンス (2)'言報通信 (3職 境

研究分野1者1至資岳そ二景斉≧i鰐札管1獣檀型言帯稚閑する
社会科字

ホームベージ hu″  r nloo自oい■eにyoulg!。umじkll!o■otop hm

省 庁  名 文部科学省

担 当 機 関 Ⅲs t e x

制  度  名 戦略的創造研究推進〒楽 (社会lt術研究開発)

縮 め 切 り 9月 中旬

研究通 観(年働 200～ 2000万 円

ll究 期 間 2～ 3年

現実社会が直面している詰間錬の解決を図ることを目的

目的 概要≧些ふ侃男er侯啓aを塀雰聖掘蛋笛是准己傘宵雪|1究
開発を進めます  (文 系教員に最適)

研究分野とき嗣 y 盲ケ1
ホームベージ hto″印‖ⅢS eヽx,■。Ub。イ

03 3296 4327 e maHima020020m cs meけ にac」p

叩

nterface [インターフエイス]2006年 3月 1日号/明 治大学社会連携促進知財本部

【発行 編集】明治大学社会連携促進知財本部

〒10]8301東 京都千代田区神田駁河台卜]

T E L i 0 3  3 2 9 6 - 4 3 2フ F A X , 0 3‐3 2 9 6‐4 2 8 3

E ma‖ toOm cs men acjp

nttp〃wwtrv meⅢ 3C jp/to/

開4‐予lHによると今||は'4よ つ■くlrt 吹`くょぅ`す を `知 的

0と センターこは この4月より南】‖も古じBオ」Aし 教HIい 学十

の肯|卜は学内からアクセスが可F3となります イJ用方'=につしヽては

本語の4ベーンで沼介しておりま■ 今 後 吊t暁会もを開ばし より,

効ネ利用方,■在こ沼介してしヽきたしヽと思いまJ どひとこ用(にさい
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